
（ ）

-

1,390,941

25年度

27年度

100 100 100 100 -

91.3 95 94.9 - -

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

1,158 1,069 1,029 -
-

28年度活動見込

-
- - - -

25年度 26年度

26年度 27年度
1,549,534 1,447,916
25年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度
28 年度

28年度活動見込

95 97.5 93.5 - -

100 100 100 100 -

95 97.5 93.5 - -

25年度 26年度
中間目標 目標最終年度
28 年度

91.3 95 94.9

-
25年度 26年度 27年度

適正・迅速な捜査処理及び公判維持を図る。
各年度において，必要な体制を整備することで，適正・迅速な捜査処理及び
公判維持を図った。

100 -

100 100 92 - -

100

単位

％

目標最終年度

- -

年度

-

-

-

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

1,239 2,247

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0015

年度-

年度

-

-

-

％

計算式 X/Y

-

835,271,00
0

/1,549,534

26年度

％

録音・録画の実施件数
活動実績 件
当初見込み -

達成度

単位

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

被害者支援担当者の能力
の向上のため，被害者支
援担当者中央研修参加者
の理解度を100％とする。

活動実績 件
当初見込み -

代替目標 代替指標

％ 92

単位

27年度

- - -

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

-

平成２８年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

881 1,856 1,710 1,521 2,247
1,696 1,571

執行率（％） 95% 91% 92%

サイバー犯罪に対処するた
めの捜査能力の向上のた
め，ネットワークフォレン
ジック研修参加者の理解度
を100％とする。

不明
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費
事業の目的

（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　国際的組織犯罪，組織的薬物・暴力団関係犯罪及び国民に身近な重大犯罪の増加に対処し，迅速かつ的確な捜査を遂げるため，厳正な科刑を実現する
とともに，被害者等支援を図ることを目的としている。
　また，特捜・財政経済事犯についても迅速かつ的確な捜査を遂げ，厳正な科刑を実現することによって，社会経済システムの安定・活性化を図ることを目
的としている。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

1,566,736,0
00

/1,390,941

1,696,342,0
00

/1,447,916

-
282 -

補正予算

円/件

1,687

単位

1,126（円／件）
（X）予算執行額　1,566,736,000円
（Y）事件の受理件数 1,390,941件

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

835

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　国際犯罪や組織的犯罪の迅速・適正な捜査処理及び公訴維持のために必要な体制を整備するとともに，特捜・財政経済事犯の迅速・適正な捜査処理及
び公訴維持のために必要な体制を整備する。
　また，犯罪被害者への対応を円滑かつ厳正に行い，各種の犯罪に対する検察活動を充実強化するために必要な体制を整備するとともに，捜査方針の立
案や関係機関等と調整を行う。

305 -
881

- -
▲ 282 -

-

25年度

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

事業番号

各種犯罪への対応 担当部局庁 刑事局 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 総務課 総務課長　森本宏

事業名

会計区分

28年度

311

目標値

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

1,545

-

実施方法

本事業は，国際的組織犯罪，組織的薬物犯罪等に対処し，迅速
かつ的確な捜査を遂げ，厳正な科刑の実現，社会経済システム
の安定・活性化等を図ることを目的としていることなどから，定量
的な成果目標（いつまでにどの程度といった目標）を設定すること
が困難である。

実績

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

- 年度

-

代替目標

％

達成度

目標値

代替指標 単位

サイバー犯罪に対処するた
めの捜査能力の向上のた
め，デジタルフォレンジック
研修参加者の理解度を
100％とする。

デジタルフォレンジック研修
参加者に対するアンケート
調査結果（研修を理解した
とする回答率）

実績 ％

％

代替指標
中間目標
28 年度

広報活動の実施回数

単位

ネットワークフォレンジック
研修参加者に対するアン
ケート調査結果（研修を理
解したとする回答率）

％目標値

100 100

100 100

実績

定量的な目標が設定できない理由

達成度 ％

事件の受理件数

-

活動指標

- -
28年度活動見込

539 1,172 1,126

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
刑法，刑事訴訟法

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

代替目標

- -

被害者支援担当者中央研
修参加者に対するアンケー
ト調査結果（研修を有意義
とする回答率）

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

活動実績

27年度

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

定性的な成果目標と25～27年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

回

活動指標

7,800 23,627 59,930 -
- -

一般会計

年度

-

チェック 



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

測
定
指
標

検察の機能や役割に関する広報活動の実施状況

サイバー犯罪に対処する捜査能力の充実・強化

定性的指標 目標 施策の進捗状況（目標）
目標年度

- -

　国民に対して幅広く検察活動の意義や役割を理解してもらうた
め，地域に密着した効果的な広報活動を実施する。

施策の進捗状況（実績）

-

定性的指標 目標 施策の進捗状況（目標）
目標年度

被害者支援担当者の育成 - -

　被害者支援担当者に対して，個々の犯罪被害者に必要とされる
支援・保護ができるような知識や技能を習得させる研修を実施し，
対応能力を向上させる。

施策の進捗状況（実績）

-

　サイバー犯罪の捜査に当たる職員に対し，捜査手法や証拠保
全・解析技術を習得させる研修を実施し，捜査能力の向上を図る。

-

-

計

（項）検察企画調整費

職員旅費ほか４目

施策 検察権行使を支える事務の適正な運営(Ⅱ-4-(2))

政策 検察権の適正迅速な行使(Ⅱ-4)

-

定性的指標
目標年度

- -

31

29年度要求 主な増減理由

-

2,083

123

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　国際的組織犯罪，組織的薬物・暴力団犯罪及び国民に身近な重大犯罪の増加に対処し迅速かつ的確な捜査を遂げるため，厳正な科刑を実現する
とともに，被害者等支援を図る。
　特捜・財政経済事犯についても迅速かつ的確な捜査を遂げ，厳正な科刑を実現することによって，社会経済システムの安定・活性化を図る。
　国際犯罪や組織的犯罪，特捜・財政経済事犯の迅速・適正な捜査処理及び公訴維持のために必要な体制を整備する。
　犯罪被害者への対応を円滑かつ適正に行い，各種の犯罪に対する検察活動を充実強化するために必要な体制を整備するとともに，捜査方針の立
案や関係機関等と調整を行う。
　本施策を推進することにより，社会情勢の変化に的確に対応できる検察運営の改善や検察機能の一層の強化を図る。

-

歳出予算目

-

改革
項目

分野： -

施策の進捗状況（実績）

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内

訳

（
単
位
：
百
万
円

） 職員旅費ほか３目

ＫＰＩ
（第一階層）

-

10

庁費

-

達成度 ％ -

31

10

-

1,078

28年度当初予算

- 年度

施策の進捗状況（目標）目標

年度

- -

検察業務庁費

成果実績

-

- -

年度
K
P
I

(

第
一
階
層

） - -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位

各種検察活動に必要な機器の整備等による増
研修に必要な旅費等の増
「新しい日本のための優先課題推進枠」1,019

-

120

計画開始時
27年度 28年度

1,239 2,247

（項）検察運営費

中間目標

-

-

目標値

目標最終年度

-

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

繰越理由は，事業の性質上その実施に相当の期間を要し，
かつ，事業が昨年度内に終わらなくても引き続いて実施する
必要があったものであり，計画又は設計に関する諸条件，資
材の入手難その他やむを得ない事由により，年度内に支出
を完了することができなかったためである。

受益者との負担関係は妥当であるか。

旅費マニュアルや，謝金の支払基準の適切な運用により，経
費の節減に努めている。

‐

有

‐

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

○

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。
使途を事業達成のために必要なものに限定している上，コス
ト削減に努めており，妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

費目・使途は事業目的に対し，必要なものに限定されてい
る。

○

　一般競争入札を原則として，競争性が確保されている。
　なお，一般競争入札による支出のうち一者応札となってい
るものについては，業者に入札の参加の呼びかけを行うなど
改善を図っている。
　また，競争性のない随意契約については，契約の相手方
は国内唯一の販売代理店であり，それ以外の者から調達す
ることが不可能であること等の理由から，妥当である。

○

評　価項　　目

‐

国際的犯罪組織，組織的薬物・暴力団関係犯罪及び国民に
身近な重大犯罪の増加に対処し，迅速かつ的確な捜査を遂
げるとともに，厳正な科刑を実現し，併せて，被害者支援等
を図ること等を目的としているので，国が実施すべき事業で
ある。

○



事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

平成26年度行政事業レビューシート事業番号0016「検察の再生に向けた取り組みの実施」から組替えたため，平成26年度から予算額及び執行額が増加してい
る。

所管府省・部局名

効果的かつ低コストで実施できている。

　各経費について事業計画の見直しを行い，経費の削減を図るべきである。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

0015

平成24年度

平成27年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

平成25年度

縮
減

0033

○

平成26年度

　外部有識者による点検対象外である。

　研修計画及び物品の購入計画について，廃止又は変更を行うことにより，経費の削減を図った。（▲64百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

0015

0035

外部有識者の所見

改善の
方向性

　本年度についても，旅費マニュアルに沿った適切な執行や，市場動向・過去の調達実績や類似調達事案等を踏まえた物品調達を励行し，更
なる経費の節減に努めるとともに，執行実績等を踏まえ，平成２９年度予算に反映させることとする。

　旅費については，ＩＣカードを積極的に活用するなど，旅費マニュアルを適切に運用することにより，執行額の削減が図られている。また，各庁
において調達している物品等についても，積極的に競争入札を実施するなどして，執行額の削減が図られている。

事業名

‐

整備した成果物は十分活用している。

0036

0016

平成23年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

検察運営セミナー等における

講師謝金

各種犯罪対応に必要な物品の購入費等各種犯罪対応のための旅費 刑事司法関係セミナー講師

の滞在費

1百万円 542百万円

　Ｃ．　個人 　D．　パナソニックシステムネットワークス株式会社ほか

各種犯罪対応に必要な非

常勤職員の賃金

本省からの予算配分賃金等の支払

【一般競争入札等】謝金の支払

　E．　個人

1,012百万円

各種犯罪対応に必要な物品

の購入費
各種犯罪対応のための旅費

等

9百万円

旅費の支給 賃金等の支払

法  務  省

1,571百万円

7百万円

・各種犯罪対応に必要な旅費
の支給及び物品の購入等
・各種犯罪対策に必要な予算
を地方に分配
・災害時における治安対処能
力の強化のためのサービスの
提供等

　F．　東京地方検察庁ほか５８庁

【総合評価入札等】招へい外国人滞在費の支払

１百万円

2百万円 93百万円

各種犯罪対応のための旅費委員会等出席に対する謝金
等

　G．　税務署ほか H．名鉄観光サービス株式会社ほか

謝金の支払 旅費の支払

　B．　名鉄観光サービス株式会社ほか　A．　個人ほか

569百万円

各種犯罪対応に必要な非常
勤職員の賃金

348百万円

各種犯罪対応に必要な物品
の購入費等

　I.　個人 　J. 広友物産株式会社ほか



-

費　目 使　途
金　額

(百万円）

旅費 職員旅費

-

- -

- - -

- -

- - -

計 0.2 計 4

-

- - - -

- - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

- - - - - -

G.税務署 H.名鉄観光サービス株式会社

- -

-

-

E.個人A F. 東京地方検察庁

費　目

-

- - -

- -

- - - -

-

- - - -

101

金　額
(百万円）

4

- - -

- -

-

- - -

- -

- - - -

- -

- -

- -

計 4

費　目 使　途

- -

- -- -

諸謝金 謝金に対する源泉徴収 0.2

-

-

- -

計

-

-

- - - - - -

-

- - - - -

- - - - - -

- - -

- - -

- -

- - - - - -

計 0.1 計 348

- - - - - -

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

賃金 賃金等 4 予算配分 各種犯罪への対応 101

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- -

C.個人A D.パナソニックシステムネットワークス株式会社

費　目 使　途

招へい外国人
滞在費

招へい外国人滞在費 0.1 備品 物品購入（録音録画装置等）

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0.1 計 2

-

費　目 使　途
金　額

(百万円）

0.1

-

-

-

-

- - -

-

- -

B.名鉄観光サービス株式会社

-

旅費講師謝金

費　目

- -

職員旅費

- -

使　途

諸謝金

- -

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

- - -

-

-

- - - - -

-

- - -

348

- - - -

- - -

金　額
(百万円）

A.個人A

2

- -

-

- -

- -

- -

-

- - -

-

-

チェック  



支出先上位１０者リスト
A.　謝金の支払

B.　旅費の支払

C.　招へい外国人滞在費

講師謝金

講師謝金

講師謝金

講師謝金

講師謝金

講師謝金

謝金に対する源泉徴収

講師謝金

講師謝金

講師謝金

0.1

0.1

0.1

0.1

0.1

0.1

0.1

0.1

-

-

-

-

-

-

-

-

- - -

-

- -

法　人　番　号

5010401094916

-

-

-

-

-

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-

- -

-

-

-

-

-0.1

- 0.1

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

2

個人A - 招へい外国人滞在費 0.1 - - - -

6

7

4

5

職員Ａ - 職員旅費 0.1 - - - -

10

8

9

職員Ｅ - 職員旅費 0.1 - - - -

職員Ｂ - 職員旅費 0.1 - - - -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

名鉄観光サービス株
式会社

4180001033060 職員旅費 2 - - -

- - - -

個人Ｂ - 外国人招へい旅費 1 - - - -

2

-

個人Ａ - 外国人招へい旅費 1

-

-

-

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

10

-

- -

2

3

9

6

1

- -

-

- -

8

7

5 - -

- -

4

職員Ｄ -

職員Ｃ - 職員旅費 0.1 - - - -

職員旅費 0.1 - - - -

職員Ｇ - 職員旅費 0.1 - - - -

職員Ｆ - 職員旅費 0.1 - - - -

個人Ａ

株式会社ヴァイセ
コーポレーション

個人Ｂ

個人Ｃ

個人Ｄ

個人Ｅ

税務署

個人F

個人G

個人Ｈ

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

個人B - 招へい外国人滞在費 0.1 - - - -



D.　一般競争契約・随意契約

E.　賃金等の支払

F.　本省からの予算配分

10

8

9

神戸地方検察庁 1000012140023 各種犯罪への対応 21 - - - -

福島地方検察庁 2000012140047 各種犯罪への対応 21 - - - -

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

福岡地方検察庁 3000012140038 各種犯罪への対応 38 - - - -

東京地方検察庁 6000012140010 各種犯罪への対応 101 - - - -

1

2

3 個人Ｃ - 賃金等 3 - - - -

個人Ｂ - 賃金等 3 - - - -

8

9

6

7

株式会社判例時報
社

3010001006513 物品購入（書籍） 14 一般競争入札 1 95.7％ -

10 株式会社ぎょうせい 1010001100425 物品購入（書籍） 11 一般競争入札 1 95.4％ -

国際電子株式会社 3010001043119
物品購入（インパクトプリン
タ等）

11 一般競争入札 2 86.6％ -

1

4

5

2

3

株式会社三省堂書
店

7010001016830 物品購入（書籍） 24 一般競争入札 2 92.3％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

パナソニックシステム
ネットワークス株式
会社

3010001129215
物品購入（録音録画装置
等）

348 総合評価入札 2 57％ -

株式会社ワイ・イー・
シー

9012301002748
��物品購入（デジタルフォレン
ジック機器等）

21 一般競争入札 2 94.1％ -

株式会社富士通エフ
サス

8010401056384
物品購入（インターネット
メールサーバー等）

20 一般競争入札 1 67％ -

株式会社サイバー
ディフェンス研究所

6010001120410 役務（研修・保守） 19
随意契約
（その他）

- 100％ -

新日鉄住金ソリュー
ションズ株式会社

9010001045803
役務（インターネット接続調
整作業等）

13
随意契約
（その他）

- 99.3％ -

セコムトラストシステ
ムズ株式会社

4011001040781
役務（災害時緊急連絡サー
ビス利用料）

12
随意契約
（その他）

- 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

個人Ａ - 賃金等 4 - - - -

千葉地方検察庁 3000012140013 各種犯罪への対応 69 - - - -

大阪地方検察庁 3000012140021 各種犯罪への対応 63 - - - -

名古屋地方検察庁 6000012140027 各種犯罪への対応 34 - - - -

横浜地方検察庁 5000012140011 各種犯罪への対応 25 - - - -

札幌地方検察庁 5000012140052 各種犯罪への対応 23 - - - -

京都地方検察庁 2000012140022 各種犯罪への対応 21 - - - -



Ｇ.　謝金の支払

H.　旅費の支払

10 職員F - 職員旅費 0.5 - - - -

4

5

2

3

四国旅客鉄道株式
会社

1470001002014 職員旅費 2 - - - -

8

9

6

7

職員B - 職員旅費 0.5 - - - -

職員A - 職員旅費 0.6 - - - -

1

9

10

個人Ｈ - 講師謝金 0.1 - - - -

3

4

1

2

税務署 - 謝金に対する源泉徴収 0.2 - - - -

7

8

5

6

個人Ｄ - 講師謝金 0.1 - - - -

個人Ｂ - 講師謝金 0.1 - - - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

個人Ａ - 講師謝金 0.1 - - - -

個人Ｃ - 講師謝金 0.1 - - - -

個人Ｅ - 講師謝金 0.1 - - - -

個人Ｆ - 講師謝金 0.1 - - - -

個人Ｇ - 講師謝金 0.1 - - - -

個人Ｉ - 講師謝金 0.1 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

名鉄観光サービス株
式会社

4180001033060 職員旅費 4 - - - -

ニューワールドツーリ
スト中国観光株式会
社

4240001008675 職員旅費 1 - - - -

東日本旅客鉄道株
式会社

9011001029597 職員旅費 0.7 - - - -

職員C - 職員旅費 0.5 - - - -

職員D - 職員旅費 0.5 - - - -

職員E - 職員旅費 0.5 - - - -

チェック  



別紙２

賃金等 3 備品 物品購入（電動式移動棚等） 43

- - - - -

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.個人A J.広友物産株式会社

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

賃金

- - - - - -

- - - - - -

-

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

計 3 計 43

- - - - - -

- - - - - -



別紙３

I.　賃金等の支払

J.　一般競争契約・随意契約

-

88.2％ -

個人Ａ - 賃金等 3 - - - -

個人Ｂ - 賃金等 2 - - - -

個人Ｃ - 賃金等 2 - - - -3

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

5

4 個人Ｄ - 賃金等 2 - - - -

個人Ｅ - 賃金等 2 - -

9

8

7

個人Ｈ - 賃金等 2 - - - -

個人Ｉ - 賃金等 2 - - - -

- -

個人Ｆ - 賃金等 2 - - - -

個人Ｇ - 賃金等 2 - - - -

10 個人Ｊ - 賃金等 2 - - - -

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

広友物産株式会社 3010401081239
物品購入（電動式移動棚
等）

43 一般競争入札 3

5

4

3

加賀ソルネット株式
会社

1010001087332
物品購入（画像解析ソフト
ウェア等）

16
随意契約
（その他）

- 99.6％ -

株式会社ミヤギ 4010001058438
物品購入（ブルーレイディス
ク保管用ファイル等）

14 一般競争入札 2 76％ -

90.3％ -

綜合警備保障株式
会社

3010401016070
物品購入（非常用通報装置
等）

22 一般競争入札 3 83％ -

株式会社富士通エフ
サス

8010401056384 物品購入（パソコン等） 21 一般競争入札 2 84％

8

7

6

ＡＯＳリーガルテック
株式会社

8010401100258
物品購入（ソフトウェアライ
センス等）

12
随意契約
（その他）

- 100％ -

10

9 扶桑電通株式会社 6010001055706 物品購入（パソコン等） 11 一般競争入札 5 75.9％ -

株式会社三省堂書
店

7010001016830 物品購入（書籍） 11 一般競争入札 3

株式会社セノン 3011101023258
役務（自動車運行管理業
務）

14 一般競争入札 1 88.9％ -

有限会社市川鉛筆
堂

8011802009765
物品購入（ブルーレイディス
ク等）

12 一般競争入札 4 95.3％ -
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